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【経営関係】

① 本 庁  〒514－8570 津市広明町13

TEL 059-224-2820

TEL 059-224-2822
FAX  059-224-3045

TEL 059-224-2821

TEL 059-224-2829
FAX  059-224-3045

TEL 059-224-2833
FAX  059-224-3043

TEL 059-224-3171

TEL 059-224-2835
FAX  059-224-3043

TEL 059-224-2824
FAX  059-224-3043

TEL 059-224-2833

TEL 059-224-2824

※事務分掌（本庁）については、資料Ｐ３３～３４のとおり。

（２）職員数
① 本 庁 ② 事業所

事 業 経 営 班電 気 事 業 課

企 業 庁 長

（平成29年4月1日現在）

予 算 管 理 班

総 務 班

企 画 班

事 業 管 理 班

資 産 管 理 班

機 電 管 理 班

事 業 経 営 班

工 業 用 水 道 建 設 班

経 理 班

公営企業管理者

1  平成２９年度の組織体制について

事 業 経 営 班

機 電 管 理 監

工 業 用 水 道 事 業 課

副 庁 長

次 長

Ｒ Ｄ Ｆ 発 電 監

水 道 建 設 班

企 業 総 務 課

水 道 事 業 課

財 務 管 理 課

（１）組織図（５課５事業所）

職員数

4

17

12

12

9

7

61小 計

財 務 管 理 課

水 道 事 業 課

工 業 用 水 道 事 業 課

電 気 事 業 課

区 分

副庁長・次長・機電管理
監 ・ Ｒ Ｄ Ｆ 発 電 監

企 業 総 務 課

職員数

64

26

17

7

11

125

区 分

南 勢 水 道 事 務 所

北 勢 水 道 事 務 所

中 勢 水 道 事 務 所

186

三重ごみ固形燃料発電所

水質管理情報センター

合 計
①＋②

小 計
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② 事業所

（３）職員数の推移

水 質 担 当

三重ごみ固形燃料発電所

配 水 運 営 部

北 勢 水 道 事 務 所

工 水 保 全 課

水 沢 浄 水 場

南 勢 水 道 事 務 所

建 設 ２ 課

水 道 保 全 課

機 電 課

経 営 課

施 設 整 備 部

浄 水 管 理 課

播 磨 浄 水 場

経 営 管 理 課総 務 管 理 部

浄 水 部

機 電 課

機 電 課

水質管理情報センター

建 設 １ 課

大 里 浄 水 場

中 勢 水 道 事 務 所 経 営 課

配 水 課

配 水 課

水 質 管 理 課

〒510-0075 四日市市安島2丁目7-15
TEL 059-351-1561

FAX  059-351-1566

〒511-0862 桑名市大字播磨字焼尾1798

TEL 0594-23-2041

FAX 0594-23-2040

〒514-0121 津市大里山室町1751
TEL 059-230-1842
FAX 059-230-1847

〒512-1105 四日市市水沢町字西野252-62

TEL 059-329-3236
FAX 059-329-3358

〒511-0125 桑名市多度町力尾
TEL 0594-32-3468

FAX  0594-32-3469

〒515-2504 津市一志町高野1996
TEL 059-295-0212

FAX  059-295-0213

〒515-2504 津市一志町高野1996
TEL 059-295-0200

FAX  059-295-0210

〒519-2181 多気郡多気町相可1710

TEL 0598-38-2497
FAX  0598-38-2946

人数 増減 人数 増減 人数 増減 人数 増減 人数 増減
本 庁 68 1 70 2 67 △3 64 △3 61 △3
事業所 163 △3 159 △4 124 △35 124 0 125 1
計 231 △2 229 △2 191 △38 188 △3 186 △2

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９
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２ 三重県企業庁経営計画について 

 

（１）策定の趣旨 

 ア 目的 

 人口減少に伴う給水量の減少とともに、事業開始から長期間を経過し施設の更

新需要の増大が見込まれる中、東日本大震災の経験を踏まえた震災対策の充実が

求められるなど、事業運営に影響を及ぼす様々な環境変化にも的確に対応しなが

ら、将来にわたって県民のくらしの安全・安心や経済・産業の発展に貢献してい

くため、今後の経営の方向性や道筋を示すものとして「三重県企業庁経営計画」

を策定したものです。 

 イ 計画の位置づけ 

 三重県の戦略計画「みえ県民力ビジョン」の企業庁としての実行計画として位

置づけるとともに、総務省及び厚生労働省から策定を要請されている「経営戦略」、

「水道事業ビジョン」としても位置づけています。 

 ウ 計画期間 

 今後３０年から４０年程度先までの事業環境を見通したうえで、平成２９年度

から平成３８年度までの１０年間の計画としています。 

 

（２）経営の基本 

 ア 経営理念（存在意義） 

 公共性と経済性を両立させたうえで、県民の日常生活や経済活動に欠くことの

できない広域的なサービスを将来にわたり提供することで、県民のくらしの安

全・安心の確保や地域経済の発展に貢献します。 

 イ ビジョン（将来の状態） 

 時代の要請に的確に応え、生活や産業の基盤として質の高いサービスを提供し、

県民から信頼される公営企業 

 ウ ミッション（使命・担うべき役割） 

・「安全」で「安心」できるサービスを提供 

・「強靭」な体制で「持続」してサービスを提供 

 エ 経営にあたっての行動基軸 

・信頼とパートナーシップの構築 

・コンプライアンスの推進 

・健全な経営 

・絶え間ない検証・改善 

・環境保全と社会貢献 
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（３）事業別の展開 

 ア 水道用水供給事業 

 年間を通して水質基準に適合した水道用水を供給することはもとより、安定供

給を維持するとともに大規模地震発生時においても被災を最小限にとどめるた

めの施設の耐震化や老朽化対策を適切に進めます。また、給水人口や給水量の減

少が見込まれる中、将来にわたり健全で安定した事業運営を実現していくための

方策の検討を進めます。 

  ○経営目標 

   ・安全でおいしい水の供給 

   ・強靭な水道の構築 

   ・健全な事業運営の持続 

  ○主な取組 

   ・安全性やにおいなどに関する県民のニーズも踏まえた水質管理の強化 

   ・東日本大震災後に公表された南海トラフ地震の波形も踏まえた耐震詳細診

断結果に基づく浄水場の耐震化や液状化が想定される地域における管路の

耐震化 

   ・経年劣化した設備の更新等による老朽化対策及び予防保全による施設の長

寿命化 

   ・中長期的な視点で施設と財政の健全性を両立させながら施設改良などに取

り組むアセットマネジメント手法を活用した運営 

   ・運営基盤の強化に向けた市町水道事業との広域連携などの検討 

 イ 工業用水道事業 

 営業開始から６０年以上が経過する中で、安定供給を維持するとともに大規模

地震発生時においても被災を最小限にとどめるための施設の耐震化や老朽化対

策を適切に進めます。また、将来にわたり健全で安定した事業運営を実現してい

くための方策の検討を進めます。 

  ○経営目標 

   ・強靭な工業用水道の構築 

   ・健全な事業運営の持続 

  ○主な取組 

   ・南海トラフ地震などの大規模地震に備えた浄水場の耐震化 

   ・配水運用において重要な箇所にある制水弁の取替え、主要幹線など重要度

の高い管路の更新等による老朽化対策及び予防保全による施設の長寿命化 

   ・中長期的な視点で施設と財政の健全性を両立させながら施設改良などに取

り組むアセットマネジメント手法を活用した運営 

   ・健全で安定した事業運営のためのユーザー意見も考慮した最適な料金制度

の検討 
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ウ 電気事業

ＲＤＦ焼却・発電事業の継続期間内において、発電所の安全・安定運転を確実

に行います。 

○経営目標

・三重ごみ固形燃料発電所の安全・安定運転

○主な取組

・ＲＤＦの品質管理の徹底とＲＤＦ焼却・発電施設等の安全で安定した運転

・円滑な事業終了、電気事業会計の清算に関する協議

エ 各事業共通の展開

各事業の展開を支える取組として、人材育成や技術継承、危機管理などにより

経営基盤を強化するとともに、企業の社会的責任を果たすことで地域社会との信

頼関係を深めます。 

（４）計画の推進

ア 進行管理

各事業を経営目標ごとに設定した成果指標により進捗管理していくとともに、

ＰＤＣＡサイクルによる検証・改善を行っていきます。 

 また、事業環境に新たな変化等が生じた場合は、必要に応じ計画内容を見直す

こととします。 

イ 外部からの意見聴取

計画の推進にあたっては、市町、ユーザー、有識者など外部から事業の実施状

況や経営状況についての幅広い意見を定期的に聴取し、事業運営に生かしていき

ます。 
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（参考２）主な個別計画 

 

 計画名 策定年月 計画期間 目的（概要） 

１ 
水道施設改良 

計画 
平成 29 年 3 月 

平成 29 年度 

～ 

平成 38 年度 

水道用水供給事業の経営目標を実現す

るための施設の耐震化や老朽化対策な

どの施設改良について、今後１０年間

において計画的、効果的に実施するた

めに定める 

２ 
工業用水道 

施設改良計画 
平成 29 年 3 月 

平成 29 年度 

～ 

平成 38 年度 

工業用水道事業の経営目標を実現する

ための施設の耐震化や老朽化対策など

の施設改良について、今後１０年間に

おいて計画的、効果的に実施するため

に定める 

３ 
三重県企業庁 

人材育成方針 

平成 19 年 11 月 

（最終改定） 

平成 29 年 3 月 

－ 

企業庁職員に求められる人材像や企業

庁職員に必要な職務能力を明らかにす

るとともに、能力の開発と技術継承の

方法など人材育成の仕組や体制につい

て定める 

４ 

三重県企業庁 

危機管理推進 

計画 

平成 18 年 3 月 

（最終改定） 

平成 29 年 4 月 

－ 

水道用水、工業用水及び電気の安全・

安定供給を行うため、危機管理体制の

構築、危機発生の未然防止対策、危機

発生時の対応等の危機管理に係る基本

的な取組方針を定める 

５ 
三重県企業庁 

財務運営方針 

平成 19 年 11 月 

（最終改定） 

平成 29 年 4 月 

－ 

財務運営の観点から収益性、企業債残

高及び資金確保の基準等についての方

向性を示すため定める 

６ 
三重県企業庁 

資金運用方針 

平成 14 年 4 月 

（最終改定） 

平成 29 年 4 月 

－ 

企業庁の資金の確実かつ効率的な運用

を図るため、その運用及び管理に係る

基本方針等を定める 
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３ 平成２９年度当初予算のポイント 

 

（１）予算編成にあたっての基本的な考え方 

 平成２９年度当初予算については、「三重県企業庁経営計画」（計画期間：平成２９

年度～平成３８年度）の取組を的確に進めていくことを基本におき、水道・工業用水

道事業では、将来発生が予想される南海トラフ地震など大規模地震に備えるとともに、

設備の老朽化に伴う更新時期に対応するため、耐震化や老朽化対策等を実施します。

電気事業では、三重ごみ固形燃料発電所の安全・安定な運転を最優先に事業運営を行

います。 

 

（２）主な重点項目 

ア 強靭な水道及び工業用水道の構築              予算額 8,139,815千円 

 大規模地震などによる被災を最小限にとどめられるよう、施設の耐震化を実施しま

す。また、将来にわたり水道用水及び工業用水を安定して供給できる状態を維持する

ため老朽化対策等に取り組み、強靭な水道及び工業用水道の構築をめざします。 

（ア）耐震化            予算額 1,585,502千円 
 南海トラフ地震など大規模地震が発生した場合にも被災を最小限にとどめるこ

とができるよう主要施設等の耐震化を進めます。 
・山村浄水場耐震化工事（四日市市） 

・内径300粍送水管布設替工事（伊勢市）    他 

（イ）老朽化対策                 予算額 4,418,686千円 

 水道用水及び工業用水の安定供給を確保するため、経年劣化した設備の更新など

の老朽化対策を進めます。 
・播磨浄水場中央監視制御設備改良工事（桑名市） 
・内径800粍配水管シールド工事（四日市市）  他 

（ウ）その他（配水運用の強化など）            予算額 2,135,627千円 

 漏水などの発生時にも安定した供給を確保するため管路の複線化等の改良を行

い、配水運用の強化などを進めます。 
・内径1200粍配水管シールド工事（四日市市） 
・大里浄水場沈澱池等詳細設計業務委託（津市） 他 
 

イ 三重ごみ固形燃料発電所の安全・安定運転        予算額 2,350,533千円 

 ＲＤＦ製造団体など関係者と連携し、ＲＤＦの品質管理の徹底を図るとともに、Ｒ

ＤＦ焼却・発電施設等の安全・安定な運転を行います。 
 ＲＤＦ焼却・発電施設等にかかる運転管理業務については、平成２９年度から新た

な委託契約に基づき運用しています。 
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（単位：千円）

年度
収益的収入

(A)
収益的支出

(B)
収益的収支差

(A)－(B)
純損益

（税抜き）
資本的収入

(C)
資本的支出

(D)
資本的収支差

(C)－(D)

28 9,586,630 9,413,940 172,690 46,348 1,453,231 10,021,893 △8,568,662 

29 9,484,568 9,200,563 284,005 33,650 1,030,928 6,225,540 △5,194,612 

増 減 △102,062 △213,377 111,315 △12,698 △422,303 △3,796,353 3,374,050 

前年対比 98.9% 97.7% 164.5% 72.6% 70.9% 62.1% -  

28 6,138,989 5,931,256 207,733 29,757 1,372,246 6,215,112 △4,842,866 

28 1,382,022 1,392,914 △10,892 2,535 -  1,503,202 △1,503,202 

29 1,467,053 2,602,349 △1,135,296 △1,055,068 500,339 -  500,339 

増 減 85,031 1,209,435 △1,124,404 △1,057,603 500,339 △1,503,202 2,003,541 

前年対比 106.2% 186.8% -  -  皆 増 皆 減 -  

28 1,359,446 1,122,113 237,333 242,791 -  1,708 △1,708 

29 1,466,028 2,580,184 △1,114,156 △1,034,041 -  -  -  

増 減 106,582 1,458,071 △1,351,489 △1,276,832 -  △1,708 1,708 

前年対比 107.8% 229.9% -  -  -  皆 減 -  

28 22,576 270,801 △248,225 △240,256 -  1,501,494 △1,501,494 

29 1,025 22,165 △21,140 △21,027 500,339 -  500,339 

増 減 △21,551 △248,636 227,085 219,229 500,339 △1,501,494 2,001,833 

前年対比 4.5% 8.2% -  -  皆 増 皆 減 -  

28 17,107,641 16,738,110 369,531 78,640 2,825,477 17,740,207 △14,914,730 

6,322,720 

99.4% 105.5% -  -  174.8% 76.3% -  

△99,906 912,255 △1,012,161 △1,068,849 2,113,549 △4,209,171 

-  

17,007,735 17,650,365 △642,630 △990,209 4,939,026 13,531,036 △8,592,010 

98.7% 98.6% 100.4% 104.9% 248.3% 117.5% 

△3,897,737 

△82,875 △83,803 928 1,452 2,035,513 1,090,384 945,129 

6,056,114 5,847,453 208,661 31,209 3,407,759 7,305,496 

合
 
 
計

 

水

道

事

業

工
業
用
水
道
事
業

電

気

事

業

電

気

内

訳

増 減

前年対比

Ｒ
Ｄ
Ｆ

水
力
残
務
整
理

29

増 減

前年対比

29

 

平成２９年度当初予算 会計別総括表 
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（単位：千円）

平成28年度
当 初 予 算

平成29年度
当 初 予 算

増   減 前年 対比

9,413,940 9,200,563 △213,377 97.7% 

10,021,893 6,225,540 △3,796,353 62.1% 

うち建設改良費 2,900,500 3,229,975 329,475 111.4% 

19,435,833 15,426,103 △4,009,730 79.4% 

5,931,256 5,847,453 △83,803 98.6% 

1,392,914 2,602,349 1,209,435 186.8% 

1,503,202 -  △1,503,202 皆 減

うち建設改良費 3,202 -  △3,202 皆 減

2,896,116 2,602,349 △293,767 89.9% 

16,738,110 17,650,365 912,255 105.5% 

6,964,789 8,430,065 1,465,276 121.0% 

34,478,317 31,181,401 △3,296,916 90.4% 

12,146,368 13,152,949 1,006,581 108.3% 

17,740,207 13,531,036 △4,209,171 76.3% 

6,215,112 7,305,496 1,090,384 117.5% 

4,061,087 5,200,090 1,139,003 128.0% 

資 本 的 支 出 (B)

合 計 (A)+(B)

合

計

収 益 的 支 出 (A)

工
業
用
水
道
事
業

電
気
事
業

収 益 的 支 出 (A)

うち建設改良費

合 計 (A)+(B)

区 分

資 本 的 支 出 (B)

収 益 的 支 出 (A)

うち建設改良費

合 計 (A)+(B)

資 本 的 支 出 (B)

資 本 的 支 出 (B)

合 計 (A)+(B)

水
道
事
業

収 益 的 支 出 (A)

平成２９年度当初予算 会計別支出予算総額 
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４ 平成２８年度決算見込みの概要について 

 

（１）損益計算書及び貸借対照表（平成２８年度決算見込み） 

ア 損益計算書 

損益計算書は、水道、工業用水道及び電気事業に係る平成２８年度の収益、費用

及び損益の状況を示したもので、各事業の１年間の経営成績を表しています。 

収益の主なものは営業収益であり、これは水や電力の供給に係る料金収入です。 

また、費用の主なものは営業費用であり、これは施設の管理・運営に伴う経費や

減価償却費などです。 
（億円､％）

水 道 工業用水道 電 気

H28 対前年度比 H28 対前年度比 H28 対前年度比

営 業 収 益 80 99.7 52 100.0 11 89.6 

営 業 費 用 80 98.6 48 98.7 12 66.1 

営 業 利 益 0.5 － 4 118.6 △0.3 － 

営 業 外 収 益 9 98.8 5 103.0 1 29.0 

営 業 外 費 用 6 90.3 3 90.9 0.1 7.0 

経 常 利 益 3 171.2 6 122.3 1 － 

特 別 利 益 - － - － 0.2 1.1 

特 別 損 失 - － - － - 皆減 

当年度純 利益 3 171.2 6 122.3 1 6.6 
前 年 度 繰 越
利益剰余 金等
当年度未 処分
利 益 剰 余 金
 ※億円未満四捨五入のため合計が合わない場合があります。（貸借対照表も同じ）
   単位未満の金額は小数点第１位まで表記しています。

－ 

△13 － 

2 8.8 

5 22.0 

5 91.3 

11 106.1 

△14 

 
 

イ 貸借対照表 

貸借対照表は、各事業の平成２８年度末の資産と負債及び資本の状況を示したも

ので、決算日時点における財政の状態を表しています。 

資産は、施設等の固定資産と預金等の流動資産で構成されます。固定資産は管路

や浄水場、発電施設等の有形固定資産、ダム使用権などの無形固定資産等です。 

また、負債は、企業債や引当金等の固定負債、企業債（１年以内償還分）や未払

金等の流動負債、国庫補助金等の繰延収益で構成されます。 

資本は、資本金と剰余金で構成されます。 
（億円､％）

水 道 工業用水道 電 気

H28 対前年度比 H28 対前年度比 H28 対前年度比

固 定 資 産 1,276 101.1 1,004 100.3 29 189.9 

流 動 資 産 130 74.2 100 90.9 95 85.2 

資 産 合 計 1,406 97.8 1,105 99.4 124 97.8 

固 定 負 債 247 89.1 157 88.0 3 102.1 

流 動 負 債 36 80.4 24 96.7 3 44.7 

繰 延 収 益 238 97.7 176 98.2 2 79.0 

負 債 合 計 522 92.1 358 93.4 7 68.2 

資 本 金 871 103.9 724 102.5 130 100.0 

剰 余 金 14 42.4 23 103.3 △13 － 

資 本 合 計 885 101.5 747 102.5 116 100.6 

負債資本 合計 1,406 97.8 1,105 99.4 124 97.8  
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１ 水道用水供給事業 

 

（１）運営状況 

本県の水道用水供給事業は、水源確保や行政

区域を越えた施設整備の必要性から、昭和４３

年度に志摩水道用水供給事業の給水を開始して

以来、中勢水道用水供給事業、北勢水道用水供

給事業、南勢水道用水供給事業の給水を順次開

始しました。 

その後、事業統合や拡張事業を順次実施し、

市水道事業への一元化を経て、現在は、北中勢

水道用水供給事業、南勢志摩水道用水供給事業

の２事業を運営しており、県内１８市町に水道

用水を供給しています。 

平成２９年４月１日現在の給水能力は、一日

あたり４２９，３６６㎥となっています。 

平成２７年度の企業庁の給水量は７，１８８万㎥で、県全体の給水量２億

５，５９２万㎥の２８％を占めています。 

（平成２８年度の企業庁の給水量は７，２１４万㎥） 

 

（２）料金 

 本県の水道料金は、基本料金と使用料金からなる二部料金制を採用しています。 

 現行の料金は、平成２７年４月１日に改定を行っています。（原則、５年ごとに改定） 

 

 

 

 

 料金表（平成２９年４月１日現在） 

事業名 

北中勢水道用水供給事業 
南勢志摩

水道用水

供給事業 
北勢系 

木曽川用水系 

北勢系 

三重用水系 

北勢系長良川水系 
中勢系 

亀山市以外 亀山市 

基本料金 

の料率 

(円/㎥･月) 

700 1,710 2,300 2,490 980 780 

使用料金 

の料率 

(円/㎥) 

39 39 39 39 39 39 

【事業関係】 

基本料金・・「基本水量」に「基本料金の料率（円／㎥・月）」を乗じて得た金額 

使用料金・・「使用水量」に「使用料金の料率（円／㎥）」を乗じて得た金額 
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水道事業の概要【営業関係】              （平成２９年４月１日現在）  

事 業 名 
水   源 

＜浄水場＞ 

計画
目標
年度 

給水対象市町及び給水量 
(㎥/日) 

給水能力 
(㎥/日) 

給水開始 
年 月 日 

北 
中 
勢 
水 
道 
用 
水 
供 
給 
事 
業 

北勢系 
木曽川用水系 

木曽川総合用水 

(岩屋ダム) 
＜播磨＞ 

S60 

 
四日市市 36,200 木曽岬町  2,800 
桑 名 市 24,300 朝 日 町  1,200 
鈴 鹿 市 10,000 川 越 町  5,800 

計   80,300 

80,300 

 
一部給水: 

S52.3.28 
全部給水: 

S54.4.1 

北勢系 
三重用水系 

三重用水 
＜水沢＞ 

H12 

 
四日市市 41,800  
鈴 鹿 市  6,600  
菰 野 町  2,600  

 計    51,000 

51,000 

 
一部給水: 

H3.4.1 
全部給水: 

H8.4.1 

北勢系 
長良川水系 

長良川 
(長良川河口堰） 

＜播磨＞ 
H30 

 
四日市市  2,200 木曽岬町  2,000 
桑 名 市  1,100 菰 野 町   700 
鈴 鹿 市  2,200 朝 日 町  1,000 
亀 山 市 7,400 川 越 町  1,400 
           計  18,000 

18,000  

 
一部給水: 

H13.4.1 
一部給水： 

H21.7.1 
全部給水: 

H23.4.1 

中勢系 
雲出川水系 

雲出川 
(君ヶ野ダム) 

＜高野＞ 
S60 

 
津    市 76,916  
松 阪 市  4,500 
                   計    81,416 

 81,416 

 
創設: 

S46.6.4 
一次拡張: 

S56.4.1 

中勢系 
長良川水系 

長良川 
(長良川河口堰) 

＜大里＞ 
H30 

 
津  市 50,500 
松 阪 市  8,300  
                   計    58,800 

  58,800 

 
全部給水: 

H10.4.1 

南勢志摩水道 
用水供給事業 

櫛田川 
(蓮ダム) 
＜多気＞ 

H32 

 
伊 勢 市 37,300 明 和 町  2,800 
松 阪 市 61,000 大 台 町  1,700 
鳥 羽 市 20,000 玉 城 町    500 
志 摩 市 10,000 度 会 町    500 
多 気 町  6,050 

 計   139,850 

139,850 

 
一部給水: 

S62.5.1 
全部給水: 

H27.4.1 

合   計 18市町 429,366 
 

 

  水道事業の概要【確保水源】               （平成２９年４月１日現在） 

水   源 計画給水量(㎥/日) 工    期 事業費 備    考 

長良川 
(長良川河口堰） 

151,200 
昭和43～ 

平成 6年度 
78.2億円 

水源施設は完了 

（水資源機構管理） 

櫛田川 
(蓮ダム） 

20,850 
昭和46～ 

平成 3年度 
36.1億円 

水源施設は完了 

（国土交通省管理） 

 ※事業費は、事業化分を除いた確保水源としての水道負担額。 
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（３）経営目標 

 「三重県企業庁経営計画」では、事業を取り巻く環境変化を的確にとらえ、将来に

わたって県民のくらしの安全・安心の確保や地域経済の発展に貢献していくよう、次

の経営目標を設定し、取組を推進していくこととしています。 
 

 ア 安全でおいしい水の供給 

 年間を通して水質基準に適合した水道水を供給するため、水源から分水（市町受水

地点）までの一貫した水質管理を徹底するとともに、安全性やにおいなどに関する県

民のニーズも踏まえた安全でおいしい水の供給をめざします。 
※ 「三重県企業庁経営計画」において、「おいしい水」とは塩素臭が少なく異臭のない水としています。 

 
 イ 強靭な水道の構築 

 南海トラフ地震など大規模地震が発生した場合にも被災を最小限にとどめることが

できるよう主要施設等の耐震化を進めるとともに、水道用水を安定して供給できる状

態を維持するため、経年劣化した設備の更新などの老朽化対策に取り組み、強靭な水

道の構築をめざします。 
 

 ウ 健全な事業運営の持続 

 給水人口や給水量が減少することが見込まれる将来においても、社会環境等の変化

に柔軟に対応し、健全かつ安定した事業運営の持続をめざします。 
 

（４）経営目標達成に向けた取組 

 ア 安全でおいしい水の供給 

 県民の水道に対するニーズに対応し、「安全性」、「味やにおい」の観点から総トリハ

ロメタン、カビ臭物質及び臭気強度について、水道水質基準等より高いレベルの管理

目標値を設定し、水質管理を強化します。 
 浄水処理機能を強化するため、高野浄水場、播磨浄水場、大里浄水場に活性炭処理

設備を順次整備します。（水沢浄水場、多気浄水場には設置済み。） 
  

 イ 強靭な水道の構築 

 （ア）耐震化 

   ａ 応急復旧期間の目標 

平成２７年６月に公表された｢水道の耐震化計画等策定指針｣(厚生労働省)に基

づき、受水水道事業における応急復旧作業に必要な用水を供給するため、被災後

の応急復旧期間の目標を５日以内としています。 

 

   ｂ 主要施設 

浄水場については、東日本大震災後に公表された南海トラフ地震の波形も踏ま

え、平成２７年度から平成２９年度にかけて耐震詳細診断を実施しています。そ

の結果に基づき、効率的・効果的な補強方法等を検討のうえ、耐震化を計画的に

推進します。 

 



 20

   ｃ 管路 

管路については、総延長約 

４３０ｋｍのうち、耐震性を有

しない管路約１６０ｋｍの中で

も特に液状化が想定される地域

に埋設されているなど被害率の

高い管路を優先し、今後１０年

間で約２４ｋｍの管路を耐震管

へ布設替えなどを進めます。 

 

 
 

 
                 既設管路の継手部への耐震補強金具取付状況  

 （イ）老朽化対策 

   ａ 施設の長寿命化 

将来にわたり水道施設の機能

を維持していくためには、的確

に維持管理・更新を行い、トー

タルコストを縮減していく必要

があります。このため、適切な

保守点検を行うとともに、安全

性や経済性を踏まえつつ、損傷

が軽微である早期段階で予防的

な修繕を実施していく「予防保

全型維持管理」を推進し、施設

の長寿命化を図っていきます。 

 

 

   ｂ 電気・機械設備 

更新時期を迎える電気・機械

設備については、今後１０年間

で１５７設備を見込んでおり、

引き続き定期的な点検整備に取

り組み、水需要の動向などに注

視しつつ、効率的・効果的に更

新を進めます。 

 

 

 

                   多気浄水場水質計測設備の設置状況 

                      （平成２８年度更新） 

 

電気設備盤内の保守点検状況 
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 （ウ）建設・拡張事業 

 北中勢水道用水供給事業（長良川水系）は、「北部広域圏広域的水道整備計画」（環

境生活部所管：平成２０年３月改定）に基づいて実施しています。なお、当該計画

については、現在、環境生活部において計画目標年度を平成３７年度に変更するた

めの改定作業を進めているところです。 
 未整備となっている施設のうち、大里浄水場の凝集沈澱池等については、平成２９

年度に詳細設計を行い、平成３２年度を目途に整備することとしています。また、

取水・導水施設については、平成３２年度に着工し、平成３７年度に供用開始する

計画（予定）としています。 
 

 ウ 健全な事業運営の持続 

 社会環境等の変化に柔軟に対応し、健全かつ安定した事業運営の持続をめざすため、

アセットマネジメント手法による中長期的な視点を持った資産管理の実践や、施設規

模の適正化、広域連携などについて検討していきます。 
 
 
 
【経営目標達成に向けた取組の成果指標】 

目標 成果指標 
Ｈ２８ 

（実績値） 

Ｈ２９ 

（目標値） 

Ｈ３８ 

（目標値） 

安全でおい

しい水の供

給 

水質基準適合率（％） １００ 毎年度１００ 

総トリハロメタンの管理 

目標値達成度（％） 
１００ 毎年度１００ 

カビ臭物質の管理 

目標値達成度（％） 
１００ 毎年度１００ 

臭気強度の管理 

目標値達成度（％） 
１００ 毎年度１００ 

強靭な水道

の構築 

浄水場の耐震化率（％） １０．２ １０．２ ５１．０ 

管路の耐震適合率（％） ６２．１ ６２．８ ６７．７ 

設備の更新率（％） － １０．２ １００ 

給水障害発生件数（件） ０ 毎年度０ 

健全な事業

運営の持続 

給水原価（円／㎥） １１０．４※ １１２．３ １１５．０ 

経常収支比率（％） １０２．３※ 毎年度１００以上 

注）※印は平成２７年度実績値 
 
 
【成果指標の説明】 

 ・水質基準適合率 
 水道法の水質基準に関する全検査数のうち、適合している割合 
 



 22

 ・総トリハロメタンの管理目標値達成度 
 水道水の安全性に関する指標のうち、総トリハロメタン（水質基準値 0.1mg/L 以下）について、

浄水及び分水の毎月の検査結果が独自に定めた管理目標値である「0.05mg/L 以下」を達成した割

合 

 ・カビ臭物質の管理目標値達成度 
 水道水のにおいに関する指標のうち、カビ臭物質（ジェオスミン及び 2-MIB の２項目、共に水

質基準値 0.00001mg/L 以下）について、浄水及び分水の毎月の検査結果が独自に定めた管理目標

値である「0.000008mg/L 以下」を達成した割合 

 ・臭気強度の管理目標値達成度 
 水道水のにおいに関する指標のうち、臭気強度（国の水質管理目標値３以下）について、浄水及

び分水の毎月の検査結果が独自に定めた管理目標値である「２以下」を達成した割合 

 ・浄水場の耐震化率 
 浄水場における浄水処理施設（４９施設）のうち耐震化する施設数の割合 
 なお、耐震詳細診断を実施中（平成２７年度～平成２９年度）であるため、暫定値。 

 ・管路の耐震適合率 
 管路総延長（約４３０ｋｍ）のうち耐震適合性のある管路延長の割合 

 ・設備の更新率 
 計画期間（平成２９年度～平成３８年度）に更新する設備数の割合 
 更新対象設備は１５７設備 

 ・給水障害発生件数 
 当庁に起因する事故により、住民（受水市町のうち用水供給から給水を受けている住民）への給

水支障が生じた件数 
 なお、水質事故や漏水等が発生した場合においても、住民に支障が無い場合は給水障害としない。 

 ・給水原価 
 有収水量１㎥を作るために要する費用 
 ｛経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋長期前受金戻入)｝÷有収水量 

 ・経常収支比率 
 給水収益や繰入金等の収益で、維持管理費等の経常経費をどの程度賄えているかを示す指標 
 経常収益÷経常費用×１００ 
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 工業用水道事業の概要【確保水源】          （平成２９年４月１日現在） 

三 重 用 水 4,800

515,000

（仮称）

計 519,800

水 源計画給水区域

（三重用水）

昭和39年度

～

平成４年度

（長良川河口堰）

昭和43年度

～

平成６年度

四 日 市 市

鈴 鹿 市

北 勢 地 域
長 良 川
( 長 良 川 河 口 堰)

長 良 川 河 口 堰 関 連

工 業 用 水 道 事 業
（長良川河口堰）

約266.3億円

事 業 名 事 業 費工 期
計画給水量

(ｍ
3
/日)

（三重用水）

約30.1億円
鈴鹿工 業用 水道 事業

 

 

（２）料金 
 本県の工業用水道料金は、基本料金と使用料金からなる二部料金制を採用していま

す。また、｢使用水量｣を超えて受水した場合には、超過料金をいただいています。 

 工業用水道料金については、事業ごとに設定しており、平成２７年度に見直した結

果、平成２８年度から５年間の料金を３事業とも据え置きました。 

 その後、中伊勢工業用水道においてユーザーから使用の廃止の申し出があり、契約

水量が３割程度減少することから、料金見直しを行う予定です。 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
   （単位：円/㎥） 

  基本料金単価 使用料金単価 超過料金単価 

北伊勢工業用水道事業   １４．５ ４．０ ３７．０ 

中伊勢工業用水道事業   ２１．３ １．９ ４６．４ 

松阪工業用水道事業   １４．９ １．１ ３２．０ 

 

 

基本料金･･･「基本使用水量（ｍ3／日）」（契約水量）にその月の日数を乗じて得た水

量に「基本料金単価（円／ｍ3）」を乗じて得た金額 

使用料金･･･「使用水量（ｍ3／日）」（基本使用水量から休止水量注を減じた水量）にそ

の月の日数を乗じて得た水量に「使用料金単価（円／ｍ3）」を乗じて得た

金額 

 

注）休止水量･･･使用量が少ない時期等に休止水量を申請していただくことにより、その

分の使用料金を減額。休止水量変更時期は年２回。（５月、１１月） 

料金表（平成２９年４月１日現在） 
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 【経営目標達成に向けた取組の成果指標】 

目標 成果指標 
Ｈ２８ 

(実績値) 

Ｈ２９ 

(目標値) 

Ｈ３８ 

（目標値） 

強靭な工

業用水道

の構築 

浄水場の耐震化率(％) ２８．０ ２８．０ １００ 

制水弁の更新率(％) － ４．３ １００ 

管路の耐震適合率(％) ６０．６ ６０．７ ６６．９ 

 設備の更新率(％) － ９．３ １００ 

給水障害発生件数(件) １ 毎年度0 

健全な事

業運営の

持続 

給水原価(円/㎥) ３０．１※ ３３．１ ３５．４ 

年間給水量(百万㎥) ２０３※ ２０３ ２１３ 

経常収支比率(％) １０９．３※ 毎年度100以上 

 注）※印は平成２７年度実績値 
 

【成果指標の説明】 

・浄水場の耐震化率 

浄水場における浄水処理施設（２５施設）のうち耐震化する施設数の割合 

・制水弁の更新率 

計画期間（平成２９年度～平成３８年度）に更新する制水弁数の割合  更新対象数は６９基 

・管路の耐震適合率 

管路総延長（約３５０ｋｍ）のうち耐震適合性のある管路延長の割合 

・設備の更新率 

計画期間（平成２９年度～平成３８年度）に更新する設備数の割合 

  更新対象設備は１２９設備 

・給水障害発生件数 

企業庁に起因する事故により、ユーザーへの給水支障が生じた件数 

なお、漏水等が発生した場合においても、ユーザーに実害が無い場合は給水障害としない。 

・給水原価 

有収水量１㎥を作るために要する費用 

｛経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋長期前受金戻入)｝÷有収水量 

・年間給水量 

１日あたりの基本水量から休止水量を減じて得た水量を１年間分積み上げた水量 

・経常収支比率 

給水収益や繰入金等の収益で、維持管理費等の経常経費をどの程度賄えているかを示す指標 

経常収益÷経常費用×１００ 
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３ 電気事業（ＲＤＦ焼却・発電事業） 
 

（１）運営状況  

 ア 概要   

本県のＲＤＦ焼却・発電事業は、資源循環型社会の構築を図るとともに、未利用エ

ネルギーの有効活用を促進するための県のモデル事業として、平成１４年１２月から

企業庁が運営しています。 

三重ごみ固形燃料発電所は、平成１５年８月１９日の貯蔵槽爆発事故発生に伴い運

転を停止しましたが、安全対策等の施設改修および危機管理マニュアル等を整備し、

試運転を経て、平成１６年９月２１日から運転を再開しました。 

また、安定的にＲＤＦを処理するため、貯蔵施設を新たに整備し、平成１８年８月

２９日から運用を開始しました。 

ＲＤＦ焼却・発電事業の事業期間は平成２８年度末までとしていましたが、事業に

参画する市町及び三重県で構成する三重県ＲＤＦ運営協議会（以下「協議会」という。）

で協議を行い、平成３２年度末までとしています。 

現在、焼却・発電施設及び貯蔵施設の各運転管理業務受託事業者と企業庁が緊密な

連携のもと一体となって発電所の運営にあたっています。 

   （参考１）発電所の概要 

         設置場所：桑名市多度町力尾地内 

         処理方式：外部循環型流動層ボイラ方式 

         処理能力：２４０ｔ/日（１２０ｔ/日×２系列） 

         発電出力：１２，０５０ｋＷ 

（参考２）ＲＤＦ製造市町（５団体１２市町） 

事 業 主 体 構 成 市 町 

桑名広域清掃事業組合 桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町 

香肌奥伊勢資源化広域連合 多気町、大台町、大紀町 

南牟婁清掃施設組合 熊野市、御浜町、紀宝町 

伊賀市 － 

紀北町 － 

  

イ ＲＤＦ処理委託料 

ＲＤＦ処理委託料の改定については、協議会の場で市町と協議を重ね、その都度合

意を得ながら決定しています。 

平成２９年度から平成３２年度までのＲＤＦ処理委託料は、平成２７年８月２５日

に開催された協議会総会で、１４，１４５円/ｔ（税抜き）とすることが決議されてい

ます。 
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   （参考３） 

【ＲＤＦ処理委託料の算出方法】 

 ＲＤＦ焼却・発電事業に参画する製造団体と県との間で締結された「ＲＤＦ焼却・

発電事業に係る確認書」（平成２６年１月１７日）に従い、平成２９年度以降の維持

管理費用、各製造団体からのＲＤＦ搬入量見込み及び発電電力の売電単価の動向など

を踏まえて検討した収支計画から算出 

 

【平成２９年度から平成３２年度の収支計画の概要】 

ＲＤＦ搬入量見込み １６６，１３６ トン 

収支見込み 

 収入       約３３億円（売電収入、処理委託料収入（収支均衡単価分）等） 

 支出       約７９億円（委託料、修繕費、人件費等） 

 収支不足見込額  約４６億円・・・（関係市町と県が半分ずつ負担） 

 

 

ウ 焼却・発電施設の運用 

ボイラの排ガス分析等、周辺地域の環境測定を適宜実施するとともに、ＲＤＦ受入

検査、設備の定期点検（ボイラ年３回）及び法に基づく定期事業者検査（ボイラ２年

に１回、タービン４年に１回）を行うなど、安全確保に取り組んでいます。 

ＲＤＦの焼却により発電した電力は、桑名広域清掃事業組合及び電気事業者に供給

しており、これは一般家庭約１万５千世帯の１年間の使用電力量に相当します。 

 

（平成２８年度実績）ＲＤＦ処理量：４５，６９２ｔ （日平均 約１２５ｔ ） 

供給電力量 ：４，９４３万９千ｋＷｈ 

 

（ア）運転等管理業務委託 

平成２９年度から平成３２年度までの４年間を履行期間として、富士電機株式会社

に運転等管理業務を委託しています。 

 

（イ）電力の売電 

   三重ごみ固形燃料発電所で発電した電力は、 

「電気事業者による再生可能エネルギー電気の 

調達に関する特別措置法」に基づく固定価格買 

取制度を活用して、売電を行っています。 

平成２５年度からは毎年度、入札により売電先        

を選定しており、平成２９年度は丸紅新電力株式       

会社と売電契約を締結しています。 

                         

                        ＲＤＦ焼却・発電施設 
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エ 貯蔵施設の運用 

（ア）平常時の運用 

ボイラの連続運転を確保するため、ＲＤＦ搬入量の少なくなる週末に向けて必要

な量のＲＤＦを貯蔵しています。 
ＲＤＦ貯蔵時の異常を早期に発見し、迅速かつ的確な対応ができるように「ＲＤ

Ｆ貯蔵施設管理規程」に基づき、２４時間体制で温度・ガス等の監視を行っていま

す。 

 

（イ）ボイラ定期点検時等の運用 

 ２基のボイラは１基ごとに点検するため、点検期間中（約３週間）はボイラ１基

の処理能力を超えるＲＤＦを貯蔵し、点検等終了後に焼却処理しています。なお、

４年に１回のタービン定期事業者検査時は、ボイラが２基とも停止するため貯蔵能

力を超えるＲＤＦを外部処理しています。 
 

（ウ）運転等管理業務委託 

平成２９年度から平成３２年度までの４年間を履行期間として、Ｈｉｔｚ
ヒ ッ ツ

環境サ

ービス株式会社に運転等管理業務を委託しています。 

 

（参考４）ＲＤＦ貯蔵施設（平成１８年８月２９日から運用開始）の概要 

形式：屋内式開放型ピット方式 

主要寸法：幅39.0ｍ×長さ39.8ｍ×高さ10.6ｍ 

最大貯蔵量：約1,000ｔ（約137ｔ×６ピット、約86ｔ×２ホッパ） 

主な安全対策設備： 

○温度測定装置 ・ピット内ＲＤＦ温度測定器（測温ケーブル式）２本／ピット 

        ・ホッパ内ＲＤＦ温度測定器（測温抵抗体式）８箇所／ホッパ 

        ・ＲＤＦ表面温度計（赤外線２次元イメージセンサー）２基 

        ・温湿度計 室内外各１基 

○ガス濃度測定装置（一酸化炭素、メタン、水素、酸素）１式 

○常時換気設備（処理風量250㎥／分）１基 

○ピット内注水設備 

 ・防火水そう（200㎥）１基 

 ・防火ポンプ（100㎥／時間）１台 

 

 

 

 

 

 

                     

 

 

 

ＲＤＦ貯蔵施設 
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（２）経営目標 

 「三重県企業庁経営計画」では、事業継続期間内において県民のくらしの安全・安

心の確保に貢献していくよう、次のとおり経営目標を設定し、取組を推進していくこ

ととしています。 
 

 ア 三重ごみ固形燃料発電所の安全・安定運転 
 今後も三重ごみ固形燃料発電所の安全・安定運転を確実に行っていきます。 
 平成３２年度末のＲＤＦ焼却・発電事業の終了に向けて、関係市町及び関係部局と

十分な協議を行い、円滑に事業を終了させます。 
 ＲＤＦ焼却・発電事業終了後の電気事業会計の清算に向けて取り組みます。 

 

（３）経営目標達成に向けた取組 

 ア 安全・安定運転の取組 

 ＲＤＦ製造団体、ＲＤＦ焼却・発電施設等の管理業務受託事業者、学識経験者及び

関係部局と連携し、ＲＤＦの品質管理の徹底とＲＤＦ焼却・発電施設及び貯蔵施設の

安全・安定な管理を行うとともに、地元住民の方々との信頼関係を確保しながら安全・

安定運転を確実に行っていきます。 
  

（ア）安全管理会議 

発電所の安全運転の確保および環境保全に資するため、学識経験者、地域住民、市

町関係職員、消防職員、県関係職員で構成する「三重ごみ固形燃料発電所安全管理会

議」と、専門的、技術的知見からの検討を行うため学識経験者等で構成する「同技術

部会」を開催し、運転状況を随時報告するとともに、発電所の運営等についてご意見

をいただき、安全・安定運転に反映しています。 

 

（イ）ＲＤＦ品質管理 

 「ごみ固形燃料の品質管理に関する規程」に基づき、ＲＤＦの品質管理を行ってい

ます。ＲＤＦの受入時には必ず受入検査（年間２，６００回程度）を行うなど、環境

生活部と連携しながら品質管理を徹底しています。 

 

（ウ）地域との連携 

地域住民の安全かつ安心な生活環境の保全に向けて地域と企業庁が協働して取り組

むため、地元自治会役員と発電所職員で構成する「地域連絡会議」を開催し、地域と

の調整や情報共有を行っています。 

また、発電所だより（月１回発行）により、定期的に地元住民の方々に発電所の運

転状況等を報告しています。 

 
 イ ＲＤＦ焼却・発電事業の終了への対応 

 平成３２年度末のＲＤＦ焼却・発電事業の終了に伴う課題について整理し、関係市

町及び関係部局と十分な協議を行い、円滑に事業を終了させます。また、事業終了後

に、関係部局と連携し事業の総括を行います。 
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 ウ 電気事業会計の清算及び財産の引継ぎ 

 施設撤去などの残務処理、電気事業会計の清算及び財産の引継ぎについて関係部局

と協議を行います。 
 
 
 

【経営目標達成に向けた取組の成果指標】 

目標 成果指標 
Ｈ２８ 

（現状値） 

Ｈ２９ 

（目標値） 

Ｈ３２ 

（目標値） 

三重ごみ固

形燃料発電

所の安全・安

定運転 

ＲＤＦ外部処理委託量 

（ｔ） 
０ 毎年度０ 

電気事故件数（件） ０ 毎年度０ 

 
【成果指標の説明】 
 ・ＲＤＦ外部処理委託量 

 県内で製造されたＲＤＦを発電所で焼却せず、外部処理した量 
 ただし、タービン定期事業者検査に起因した外部処理量を除く。 

 
 ・電気事故件数 

 電気関係報告規則第３条第１項に規定する事故（死傷事故、火災事故、破損事故など）の発生件

数 
 



【資 料】



企業庁 事務分掌（本庁）

６１人

副庁長
小野 美治
 （電話：059-224-2821）

課長 米川 幸志 組織定数及び人事に関すること
（電話：059-224-2822） 給与及び福利厚生に関すること

法令に関すること
人権施策に関すること

経営計画の推進に関すること
重要施策・重要事業の企画調整に関すること
県議会に関すること
広聴広報に関すること

入札・契約制度及び技術管理に関すること
人材育成に関すること
危機管理に関すること

課長 池田 三貴次 経理に関すること
（電話：059-224-2829） 決算に関すること

予算に関すること

固定資産管理に関すること

資産管理班 ３人

本庁職員数

企業総務課 １７人 総務班 ６人

財務管理課 １２人

４人

事業管理班 ６人

予算管理班 ４人

経理班 ４人

企画班
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森 高広
 （電話：059-224-3171）

課長 東海 明 水道事業施設の維持管理に関すること
（電話：059-224-2833） 水道事業の水質管理に関すること

水道料金に関すること

水道事業の建設・改良に係る企画・調査・調整に
関すること

水道・工業用水道事業の機電関係施設の保安管理
に関すること

課長 田中 利幸 工業用水道事業施設の維持管理に関すること
（電話：059-224-2835） 工業用水道事業の水質管理に関すること

工業用水道料金に関すること

工業用水道事業の建設・改良に係る企画・調査・
調整に関すること

課長 小森 健児 ＲＤＦ焼却・発電事業の施設整備、維持管理に関
（電話：059-224-2824） すること

ＲＤＦ焼却・発電事業の料金に関すること
電気事業に係る調整に関すること

和田 泰史
 （電話：059-224-2833）
機電関係施設の保安に関すること

宮下 孝治
（電話：059-224-2824）
ＲＤＦ焼却・発電事業の安全対策等に関すること

次 長

事業経営班

工業用水道建設班 ４人

電気事業課 ７人

水道事業課 １２人 事業経営班

機電管理班

工業用水道事業課

事業経営班 ６人

機電管理監

ＲＤＦ発電監

４人

５人

水道建設班 ４人

２人

９人
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